
地域と学校の協働体制の構築に向けた法改正について

平成27年12月の中教審答申（地域と学校の連携・協働）を受け、地方教育行政の組織及び運営に関する法律を改正し、各教育
委員会に、保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会の設置を努力義務化。また、地域と学校が連携・
協働し、幅広い地域住民や保護者等の参画により地域全体で子供たちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を全国
的に推進するため、社会教育法を改正し、同活動に関する連携協力体制の整備や「地域学校協働活動推進員」に関する規定を整備。
これらにより、幅広い地域住民等の参画を得て、社会総掛かりでの教育を実現し、地域を活性化。

＜地域と学校の協働体制のイメージ＞

地域学校

地域学校協働活動

○放課後等の学習活動
放課後、土曜日、休日
における学習、
スポーツ活動 等

○体験活動
社会奉仕体験活動、
自然体験活動、
職場体験活動 等

地域学校協働活動推進員

【地域と学校をつなぐコーディ
ネーターの役割】

・地域住民と学校との情報共有
・地域住民等への助言 等

校長教職員

学校運営協議会

委員：
保護者
地域学校協働活動推進員
地域住民 など

学校運営・その運営に必要な支
援に関する協議 等（地教行法を
改正）

○協働活動
地域人材育成、郷土学習、
協働防災訓練、学習・部
活動等支援、花壇整備、
登下校の見回り 等

※現在の学校支援本部等をベース
に学校と地域が組織的に連携・
協働する連携協力体制を構築

教育委員会

改正の概要（平成２９年３月改正、同年４月施行）

○地域住民等と学校との連携協力体制
の整備、普及啓発活動等の措置を講
じる。

○「地域学校協働活動推進員」を委嘱
できる。

地域連携の
中核を担う
教職員
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※ 想定される対象者
・地域コーディネーター／統括コーディネーター
やその経験者

・ＰＴＡ関係者・経験者
・退職教職員
・自治会・青年会等関係者
・公民館等社会教育施設関係者 等

令和元年10月28日公共施設マネジメント推進委員会２②




